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１) と 1952 年に増田四郎による「都市自治の一つの問題点」２）の中で「新しい町づくり」
として用いたのが最初であると言われている。















































































































































タイン市（Newcastle upon Tyne, 以後「ニューキャッスル市」と略す）の貧困エリア
におけるコミュニティへの中央政府からの補助金である「ニュー・ディール・フォー・

















































































































































































































































































































































































































































る研究がある。1-2)-(a)-12 では HAR 基金に申請した団体の 5 年間の活動実態の調査を行
い、「住民団体」に対する、専門家からの資金以外の支援の必要性を課題とした。
2-12 Jeffrey S .  Lowe"Community Foundations:  What Do They Offer Community 
Development?"Journal of Urban Affairs, Volume 26, Page 221, (2004)
2-13 浜薗研吉「コミュニティ財団の一考察」神戸新聞総合出版センター「兵庫地域研究」第４号
p.49-72（1996）



















































































































































（その１）」日本建築学会計画系論文報告集　第 410 号　P87 ～ 97(1990) 
4-6 秋本福雄「アメリカにおける公共と民間のパートナーシップによる都市開発の形態に関
する研究ー１９８０年代初頭の CDBG の活用事例ー」日本都市計画学会学術研究論文集 p.619-
624(1994)project-based と program-based の CDBG を用いたプロジェクトにおけるパートナーシッ
プ
4-7 橋本宏子 「住民参加と法 : アメリカにおける福祉サービスと行政手続き」日本評論社 (1991)
4-8 西尾勝「権力と参加 : 現代アメリカの都市行政」東京大学出版会 (1975)
その他 CDBG を用いたまちづくりの事例研究については、ＣＤＢＧを管轄する住宅・
























4-9　民間都市開発推進機構都市研究センター 編 、伊藤滋 , 小林重敬 , 大西隆 監修 「欧米のまちづ
くり・都市計画制度 : サスティナブル・シティへの途 」ぎょうせい（2004)



















4-11 ROHE, WIlliam M and GATES Lauren B "Planning with Neighborhood" The University North 
Carolina Press (1985)























































































































































































Andersen,Gosta の "The Three Worlds of Welfare Capitalism "（1990）であった。
この中で Esping は、米については「自由主義的福祉国家」であるとしている。すなわち、























ているが、果たしてそうだろうか。Anthony Giddens "The third way : the renewal of 





























































メリカのコミュニティの崩壊について行われた代表的な研究として Putnam, Robert D. 


























































































背景から考察することができる資料として、Alexis de Tocqueville "Democracy in 













































































































































葉の意味としては、「手を伸ばす」という意味があるが、転じて「( 地域社会への ) 奉仕 [ 援






























１０）参考文献序－１０p.383 から、松野は 1970 年代はコミュニティ政策の「第一期」として
「包括型コミュニティの時代」であり、政策的意図として、「地域の政策課題を包括的、総合
的な視点から住民 ( 市民 ) 自ら解決していくための基盤形成をしようとした」時代であると
分析している。また、1980 年代から 90 年代は「第二期」であり、「特定のテーマに関わる
コミュニティ形成を推進させていく時期であった」と分析している。また、同様の分析として、







































































序 -10）松野弘「地域社会形成の思想と論理 参加・協働・自治」ミネルヴァ書房 (2004)
序 -11）神野直彦 / 澤井安勇編著「ソーシャルガバナンス 新しい分権・市民社会の構図」東洋経
済新報社 (2004)
序 -12）佐藤滋、早田宰編著「地域協働の科学」成文堂 p.15、（2005）






序-16）PESTOFF, Victor A "Beyond the Market and State: Social ENterprises and civil democracy in a welfare 
society"(1998)（藤田暁男、川口清史、石塚秀雄、北島健一、的場信樹訳「福祉社会と市民民主主義　
協同組合と社会的企業の役割」日本経済評論社（2000））









序-22）CULLINGWORTH, Barry and CAVES, Roger W "Planning in the USA Policies, issues, processes second 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































のホームページで制度が存在することが明らかになった 73 自治体、114 事例について
2005 年 10 月にアンケートとその他ヒアリング調査を行った。その内 65 自治体、87





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































活動拠点 交流 広報 情報 教育 技術 相談 行政 その他
● ● ● ●
● ●
● ●









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































13) 世田谷提案型まちづくり助成制度は 2005 年度、「（仮）次世代ファンドマニフェスト」策
定プロジェクトとして、制度の見直しを行っている。





























































第一に、情報・技術・コミュニティテクノロジー局（Department of Information 


















































































































２）市民参加システムの後退期 (70 年代後半〜 80 年代前半 )















































億円であったが、徐々に増加し、2002 年には市からの助成額の総額は 3.9 億円と 3 倍
以上になり、市民からのマッチング総額は 6.9 億円と６倍以上に増加した。
これはシアトル市の総予算が約 720 億円 (2003 年 ) であることから、その内の 0.54%

























































































































































































審査段階は 2 段階あり、（図３－２）申請されたプロジェクトはまず各 District（市が



















　研究対象地域 1 としてインターナショナル District（以下インターナショナル地




































































研究対象地域 1 であるインターナショナル地区は、1989 年から 2003 年までの 15





15 年間で 97 件と、最も多い地域である。平均世帯所得は 440 万円と、シアトル市平均
と近いレベルにある。スカンジナビア人が移り住んできた地であり、白人が住民の 85%
を占めている。
研究対象地域 3 であるユニバーシティ地区は、平均世帯所得が 330 万円と、他２地域














































































































　ダニー・ウー公園とは、1975 年に地域の CDC ２２）である Inter*Im ２３）が、地区内の
空地の所有者から、土地の使用権の寄付を受けて設立したコミュニティガーデンであり、
２４）地域の高齢者に畑の区画を貸し出している。これまでの公園づくりのプロセスの内、
80% から 90% が Inter*Im が集めたボランティアの労力により、これまでに関わったボ





























(2) 第 2 回目のマッチング・ファンド：次の 94 年の助成の際には、住民によって


















































































　地元の NPO である、「Groundswell Northwest」 ２７）が中心となって、住宅建設用地
を購入して建設された公園であり、面積は約 450 平方メートルと小規模である。これま
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































コ ミ ュ ニ テ ィ
セ ン タ ー
コ ミ ュ ニ テ ィ
市 場
コ ミ ュ ニ テ ィ
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ティ開発包括補助金（Community Development Block Grant、以下ＣＤＢＧと略す）が
ある。ＣＤＢＧは分配金額も大きく、米における地域の環境改善への資金的支援の仕組み
の中で、重要な役割を果たしている。この補助金は連邦政府の住宅・都市開発局 (The U.S. 
























































































































シアトル市の担当部局は「経済開発局」（Office of Economic Development) であり、
市の役割は、お金を出すこと、助成対象の最終的決定、及び法的チェックである。







































































































































































































































1）シアトル市ホームページ” Grants and Funding Opportunities”
http://www.seattle.gov/html/citizen/grants.htm 参照
2）文献１参照
3） シアトル市近隣住区局職員、Brent Cook 氏、Berney Matsuno 氏へのインタビューから。こ
のインタビューは札幌市役所厚別区市民部総務企画課（当時）　早瀬京太氏の協力のもと、
2004 年 1 月 13 日に行った。
4） シアトル市はこれまでマッチング・ファンドによる助成を行ったプロジェクトをウェブ上





織を設立し、近隣住区の発展と保全を助けた。」( 報告書：City of Seattle, Seattle Planning 











(Conroy, Ned “Neighborhood Involvement in City Planning Focus on Seattle, Washington” , 












( 報 告 書：City of Seattle, Planning Commission, "Neighborhood Planning and Assistance 
Recommendations", 1987.Nov, p.1) という一文がある。市民からの要求を受けて提案が作成
されたプロセスを表している。




時）Charles Royer と市議会へのプランニング委員会からの提案書：“Planning Commission 
Recommendation” ,1987.Jul, p.20-21）
11）報告書："Neighborhood Planning and Assistance Recommendations1987" 参照。




14）Los Angeles 市ホームページ (http://www.ci.la.ca.us/) 参照。
15）シアトル市の総合計画（Comprehensive Plan）はワシントン州が 1990 年に制定した成










17）Berney Matsuno 氏へのインタビューから（2004 年 1 月 31 日）





問機関としての働きを持つ。( シアトル市近隣住区局職員、Brent Cook 氏、Berney Matsuno
氏へのインタビューから )
19）1989 年から 2003 年の間で、計 1,872 のプロジェクトに助成を行ってきた。（マッチング・
ファンドプロジェクトデータベースから算定）
20）人種構成、所帯平均所得、平均年齢のデータは、U.S Census bureau、 United States Census 
2000(http://www.census.gov/) による。
21）各近隣住区の用途地域は、シアトル市 Department of Planning and Development(DPD) の
ゾーニングデータ（DPD GIS）参照 (http://www.seattle.gov/dpd/)
22）CDC とは、Community Development Corporation の略であり、「衰退し、荒廃するコミュ
ニティの再生を目的としてそのコミュニティの中で組織され、そのコミュニティの中心とな
って活動している市民主導の民間組織」（文献 2 p.38）を指す。
23） Inter*Im Community Development Association(ICDA) は 1969 年にインターナショナル 
District 再生を目的として創立された NPO であり、コミュニティガーデンの管理や低所得者
住宅の建設、地域再生のためのアドボケイト活動などを行っている。アジア・太平洋地域か
らの移民やその子孫へのサポートを行っている。( 文献 5 参照 )
24）中国系移民のビジネスマンであったダニー・ウー氏が ICDA に対して土地の利用権を寄付
した。（文献 5 参照）
25）ICDA のコミュニティ・プランナー、Tom Im 氏へのインタビューから。（2003 年 7 月 25 日）
26) 文献 4 参照
27)Groundswell Northwest とは、バラッド地域の NPO であり、主に環境問題について活動を
行っている。
28）「The Ave」グループのまとめ役である Patty Whisler 氏へのインタビューから。（2003 年
7 月 29 日）
29）地元の建築家である John Owen 氏（MAKERS architecture and urban design）へのイン
タビューから。（2003 年 6 月 18 日）　The Ave グループは彼らを雇い、1997 年には「The 
Ave Street Design Plan」を作成した。

















































3-3)HOCH, Charles J, “The Practice of Local Government Planning” , ICMA Training Institute, 
2000
3-4) WANG, Karissa S “TURN バラッド GREEN; PLANT A TREE -- CITY GRANT WILL PROV イン
ターナショナル地区 E SAPLINGS FOR $10 APIECE” , Seattle Times. Seattle, Washington. 
1992.Apr.17




3-7) The City of Seattle"Seattle's 2005-2008 Consolidated Plan"(2004)
3-8) Washington State Ofﬁ ce of Community Development, "A Short Course on Local Planning" 
Version 4.1 (1999)
3-9) FREY, Christine"Retail Notebook:Changing faces of "the Ave UW class to redesign 





































































































単一都市再生予算第６順目（Single Regeneration Budget rounds6 ) による補助金で
あり、６年間の計画で行われている補助金である。











「 芸 術 事 業（Arts Development)」、「 ホ ー ム レ ス へ の 住 宅 斡 旋（Housing 




















































































































































































補助金を継続的に供給するからである。補助元となる官庁は Office of Deputy Prime 
Minister の中の「近隣住区再生ユニット（Neighbourhood renewal Unit）」であり、都
市再生関連のプログラムを管轄する部局である。ニュ ・ーディール・フォ ・ーコミュニティ
ズは特に次のような改善目標項目を定め、貧困エリアの改善を目指すものである。8）
• 仕事の見通しの暗さ（poor job prospects）
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































資料” Summary of Grant Aid by Regime 2004-2005” 参照
２）EU ホームページ　http://europa.eu.int/comm/regional_policy/objective2/map_en.htm　
参照




４）Newcastle City Council Regeneration Directorate “Community and Voluntary Sector 
Support Unit, Grant-aid Available from Newcastle City Council” (July, 2005) 及 び Mike 
Robinson 氏に対する２００６年１月１１日のヒアリング調査から
５）参考文献 4-3 p.63 から引用
６）ニュー・ディール・フォー・コミュニティズのコミュニティ再生チーム（Community 
Regeneration Team) のマネージャーである Bruce Trotter への 2006 年 3 月のヒアリング調
査から
7）「欧米のまちづくり・都市計画制度」第２章イギリス p.119 より引用
8）Office of the Deputy Prime Minister, Neighbourhood Renewal Unit, “New Deal for 
Communities”（http://www.neighbourhood.gov.uk/page.asp?id=617）より引用
9）Newcastle New Deal for Communities, “Our Themes” (http://www.newcastlendc.com/page/
themes/index.cfm) 参照
10）Bruce Trotter 氏へのヒアリングから
11) ニューキャッスル大学、School of Architecture, Planning and Landscape の Senior Lecturer
である Stuart Cameron 氏への２００６年１月のヒアリング調査から
12)Newcastle City Council “Newcastle New Deal for Communities Community Chest Grant Aid 
Budget” 参照
13) 参考文献 4-2 参照
14）Bruce Trotter 氏へのヒアリング及び文献 4-2 参照
15）文献 4-2 を指す。
16）Bruce Trotter 氏へのヒアリングから




18）Newcastle city council, ” Ward Co-ordination Section Annual Report Elswick Ward Sub 
Committee” より。http://www.newcastle.gov.uk/pr.nsf/a/IMD2004domains に詳細が記さ
れている。犯罪、教育水準、健康、住宅、収入、住環境が指標となっている。
19）Newcastle City Council “Ward Sub-Committees Fund” 参照
20）・21）・22）エルスウィック区コーディネーターである Docherty Heather に対する
２００６年３月のインタビューから
23）参考文献４－１参照






4-1)CRESR Sheffield Hallan University “NDC National Evaluation Pen Portraits of the 39 
Partnertships” (2003)
4-1)COAFFEE, Jon and HEALEY, Patsy ““My voice:My Place” :Tracking Transformations in 
Urban Governance” Urban Studies, Vol.40, No.10(2003)
4-2）BROWN, Irene IB Consultancy, New Castle New Deal for Communities “Final Evaluation 
OC 13043-R2 Community Chest” (2005)
4-3）COAFFEE, Jon 「計画ビジョンの終焉：ニューカッスル市の成長をもたらす戦略的思考と
補完性の原理」早稲田大学まちづくりシンポジウム 2005 講演資料集「都市空間像のパ
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